
行政サービス実施コスト計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（単位：円）

Ò 業務費用
\損益計算書上の費用
医療事業費 288¶641¶150¶617

未払賃金立替払業務費用 12¶731¶894¶936

受託経費 1¶195¶402¶433

一般管理費 3¶208¶866¶541

財務費用 145¶675¶320

雑損 4¶409¶505

臨時損失 563¶752¶117 306¶491¶151¶469

]（控除）自己収入等
医療事業収入 �280¶700¶161¶984

寄付金収益 � 27¶544¶903

政府受託収入 � 1¶208¶355¶446

財務収益 � 203¶539¶841

雑益 � 2¶710¶101¶714

臨時利益 � 27¶168¶119 �284¶876¶872¶007
EEEEEEEE

業務費用合計 21¶614¶279¶462

Ó 損益外減価償却相当額 451¶967¶910

Ô 損益外減損損失相当額 ※19 896¶140¶731

Õ 損益外除売却差額相当額 375¶535¶912

Ö 引当外賞与見積額 ※13� 103¶510¶044

× 引当外退職給付増加見積額 ※14、※15 249¶939¶134

Ø 機会費用
国又は地方公共団体財産の
無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用

97¶205¶875

政府出資又は地方公共団体
出資等の機会費用

1¶117¶461¶714
EEEEEEEE

1¶214¶667¶589

Ù （控除）国庫納付額 � 11¶312¶984
EEEEEEEE

Ú 行政サービス実施コスト 24¶687¶707¶710
ÖÖÖÖÖÖÖÖ

注）※の項目については、【注記事項】に対応しております。
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【重要な会計方針】
１．運営費交付金収益の計上基準
\ 看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費
期間進行基準を採用しております。

] 上記（看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費）以外
費用進行基準を採用しております。
これは、当機構の業務は多岐に亘っており、それぞれが複雑に関連していること等から、看護
専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費以外については、個々の業務の達成度の
把握や一定の期間の経過を業務の進行とみなすことについて客観的な基準が示せず、業務と交付
金の対応関係を示すことが困難であることから、業務達成基準、期間進行基準を採用しておりま
せん。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法は総平均法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～47年
構築物 10～50年
器具・備品 ４～20年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア ５年

４．貸倒引当金・求償権償却引当金の計上基準
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の
特定の債権の貸倒引当金は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
５．賞与引当金の計上基準
\ 労災病院事業
労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員に対し
て支給する賞与の支出に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

] 労災病院事業以外
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため賞与に係る引当金は計上してお
りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当外賞
与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しております。

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
\ 労災病院事業
労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員の退職
給付に備え、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき引当金を計上
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

] 労災病院事業以外
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金
及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお
りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退職一時金
に係る債務については、事業年度末に在籍する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額
から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、退職者に係る前事業年度末の退職給付見
積額を控除した額とし、厚生年金基金に係る年金債務については、年金債務に係る当事業年度末
の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額を計上しております。š
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